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１．17年3月期の連結業績(平成16年4月1日～平成17年3月31日) 
 (1)連結経営成績 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 

17年3月期 25,004 25.1 3,323 208.6 3,545 175.8 
16年3月期 19,991 22.5 1,077 － 1,285 － 
 

 当 期 純 利 益 
1株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 

1株当たり 

当期純利益 

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円  ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
17年3月期 2,832 － 35.02 34.99 15.4 13.5 14.2 
16年3月期 △ 919 － △ 10.71 － △ 5.0 5.0 6.4 

 （注）①持分法投資損益    17年3月期   － 百万円  16年3月期   － 百万円 
    ②期中平均株式数(連結) 17年3月期 80,041,933株  16年3月期 85,830,308株 
    ③会計処理方法の変更 無 
    ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
 (2)連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 
1株当たり 
株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

17年3月期 27,539 18,986 68.9 243.41 
16年3月期 25,052 17,675 70.6 213.36 

 （注）期末発行済株式数(連結) 17年3月期 78,002,925株  16年3月期 82,845,897株 
 
 (3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ･フロー 
投資活動による 

キャッシュ･フロー 
財務活動による 

キャッシュ･フロー 
現金及び現金同等物 

期   末   残   高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

17年3月期 4,109 △558 △ 1,637 4,112 
16年3月期 2,341 485 △ 2,399 2,195 

 
 (4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 5社 持分法適用非連結子会社数 －社 持分法適用関連会社数 －社 
 
 (5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結(新規) 1社 (除外) 6社 持分法(新規) －社 (除外) －社 
 
２.18年3月期の連結業績予想(平成17年4月1日～平成18年3月31日) 
 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 百万円 百万円 百万円 

中間期 13,500 1,900 ※3,200 
通 期 27,000 3,700 4,200 

 （参考）1株当たり予想当期純利益(通期) 53円47銭 
   ※生産体制再構築に伴う特別利益2,410百万円(信州工場土地一部譲渡)、及び除却損等特

別損失680百万円計上予定。 
   なお、上記予想に関する事項は、添付資料の６ページを参照して下さい。 
    業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したもので

あり、予想につきましては様々な不確定要素が内在しておりますので、実際の業績はこれ
らの予想数値と異なる場合があります。 
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企 業 集 団 の 状 況 
 

   当社グループは、自動旋盤、研削盤、マシニングセンタ、転造盤、ラップ盤、その他の工作機械等の製
造販売を主な内容とし、更に各企業に関連する研究及びその他のサービス等の事業活動を展開しており
ます。 

   当社グループ(主要企業)の事業系統図は、以下のとおりであります。 
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       製品・部品の流れ 
 
  無印 連結子会社 

  ※１ 非連結子会社で持分法非適用会社 
  ※２ 関連会社で持分法非適用会社 
 

 （注）平成16年10月１日付で下記の通り合併しております。 
    ・㈱シマモト精工とツガミテクノ㈱は合併し、社名は「㈱ツガミシマモト」になりました。 
    ・㈱ツガミマシナリーと㈱ツガミハイテックは合併し、社名は「㈱ツガミマシナリー」になりました。 
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製造・販売会社 

 
 ㈱ツガミシマモト 
 

 ㈱ツガミツール 
 

製造・販売会社 

 
 ㈱ツガミマシナリー 
 (専用機部門) 

 
 ㈱ツガミプレシジョン 
 

販売会社 
 
   ㈱ツガミマシナリー 

※１ツガミ(タイ) 
※２REM SALES LLC 

専 

用 

機 
 

そ 

の 

他 

保守、修理等サービス部門 

  ㈱ツガミマシナリー 
※１ツガミ(タイ) 
  ㈱ツガミ総合サービス 

製造・販売会社 

 
 ※１津上精密机床 
   (浙江)有限公司 
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経 営 方 針 

 

１．経営の基本方針 

   当社は、創業以来培ってきた精密技術を基礎に市場のニーズを絶えず先取りし、新しい価値の創

造を通じ、社会に貢献することを経営の基本に置いております。 

   このような基本方針のもと、お客様のご要望に合致した「高精度」「高速」「高剛性」の製品を提

供することに努力いたしております。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

   当社は今後とも、時代の変化に対応した開発投資を積極的に行い、競争力の一層の強化、経営の

効率化に引き続き取り組むことにより、企業グループの総合力を高め、株主の皆様に利益還元を図

ることが基本と考えております。 

   従って、企業体質の強化を図るとともに、今後の事業展開も勘案し内部留保の充実に努めつつ、

安定的な配当を継続すべく、全社を挙げて努力して参る所存であります。 

 

３．中長期的経営戦略と対処すべき課題 

   当社は、中長期的経営戦略として、以下の重点課題に対し積極的に取り組んで参ります。 

 （１）成長分野を狙った新製品の投入 

   今後、設備投資意欲が旺盛な成長分野、例えばＩТ化の進む自動車向け製品、電機業界のＦＤＢ、

小型モーター、通信分野および医療分野における高精度の小型部品加工を狙い、高度化するお客様

のニーズに十分応えられる新製品の開発に全力で取り組んで参ります。 

 

 （２）成長地域に適合した戦略 

   今後の高い成長が期待され、設備投資が活発なアジア市場の拡販を図って参ります。 

   特に、工作機械の世界需要の最大規模となる可能性が高い中国市場へ、最適の製品をタイムリー

に提供できるよう、生産・販売・サービスの拠点を作り本格進出を始めましたが、更に体制の整備

を図って参ります。 

   また、東南アジア市場へは、タイ現地法人を拡充・強化し、サービスの充実に努めて参ります。 

 

 （３）経営の効率化と顧客満足度の向上 

   企業グループとしての総合力を高めるため、関係会社も含め営業・生産・管理体制の一体化と高

効率経営を図って参ります。 

   平成16年４月に国内販売総代理店津上工販株式会社を吸収合併し、製販一体体制を構築したこと

により、お客様により近いところで、様々なご要望に迅速且つ的確に対応することが可能となりま

したが、引き続きお客様のニーズを先取りして新製品開発につなげる体制の整備・充実に努めて参

ります。 

   また、津上工販株式会社が担当しておりました当社製品のアフターサービスは、株式会社ツガミ

マシナリーにて専門的に行うこととし、サービス拠点機能を充実させるとともに、サービスマンの

レベルアップも含めサービス内容の一層の質的向上を図って参ります。 
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４．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 

   当社では、企業価値の持続的な拡大のため迅速かつ的確な経営判断に努め、株主の負託に応える

とともに、国際社会の一員として、企業に期待される社会的責任を果たして参ります。 

   また、株主・投資家等に対するＩＲ活動や情報開示に積極的に取り組み、経営の透明性の向上に

努めて参ります。 

 

   当社では、取締役会および監査役会をコーポレートガバナンスの基本機構としており、対応すべ

き経営課題や重要事項の決定について充分な議論、検討を尽くしたうえで、意思決定しております。 

   取締役会および主要な会議には監査役が常時参加し、取締役の業務執行状況を監査しております。 

   また、グループ全社員に法令および企業倫理の遵守の徹底を図るため、平成16年11月に「ツガミ

グループ行動規範」を制定するなど、コンプライアンス体制の整備に努めております。 

   今後も、コーポレートガバナンス確立に向け着実に取り組んでいく所存であります。 
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１．経営成績 

（１）当期の概況 

   当期におけるわが国経済は、個人消費の伸び悩みや輸出の減速傾向が見られるものの、製造業を

中心に民間設備投資が堅調に推移し、緩やかな景気回復が続いております。 

   工作機械業界におきましても、好調な自動車関連産業が牽引役となり、一般機械、ＩＴ関連と幅

広い業種で設備投資が行われ、工作機械業界の受注実績は前期比42％増と大幅な増加となりました。 

   このような状況の下で、当社は長年培った精密加工のノウハウをもとに、更に高度化するＩＴお

よび自動車関連のニーズに応える精密加工機械を引き続き提供すると共に、新製品ＣＮＣ精密自動

旋盤ＮＵ５０、Ｍ５０ＳＹ、Ｍ５０Ｙ、ＣＮＣ精密円筒研削盤Ｇ６５、立形マシニングセンタＶＬ

Ａ４の新製品を市場に投入して参りました。 

   開発の成果が実を結びましたこれらの新製品を中心に、国内外の展示会への出品、直接ユーザー

へのＰＲ等、積極的に販促活動を行って参りました。 

   また、体制面でもお客様のニーズを先取りしご要望に迅速に応えるため、連結子会社でありまし

た津上工販㈱を当社へ吸収合併し、製販一体体制を構築するとともに、アフターサービス部門の一

層の充実を図るため専門子会社の㈱ツガミマシナリーを設立する等、再編・効率化に努めました。 

 

［連結業績］ 

   売上高につきましては、中越地震の影響を一部受けたにも拘らず、前期比25.1％増の25,004百万

円となりました。 

   国内売上は前期比26.0％増の16,414百万円と好調に推移し、輸出につきましても、アジア地区を

始めアメリカ、ヨーロッパ向けも順調に伸びた結果、輸出額は前期比23.4％増の8,589百万円となり

ました。また、輸出比率は34.4％となりました。 

   工作機械事業の売上高は、前期比26.7％増の21,059百万円となりました。 

   機種別の売上高につきましては、主力の自動旋盤は自動車関連が順調に伸び、ＩＴ関連も堅調に

推移した結果、前期比27.7％増の14,163百万円となりました。研削盤の売上高も自動旋盤同様に自

動車関連が伸び、前期比50.8％増の3,127百万円となりました。マシニングセンタの売上高は、立形

マシニングセンタが引き続き堅調でしたが、全体では前期比10.8％減の1,554百万円となり、転造

盤・ラップ盤の売上高は、前期比57.8％増の1,379百万円となりました。 

   専用機その他の事業の売上高は、前期比17.0％増の3,945百万円となりました。 

   当期の損益につきましては、売上高の増加に加え、原材料費の高騰をカバーするための効率化や

一層のコストダウンへの取り組みの結果、経常利益は3,545百万円（前年同期経常利益1,285百万円）

となり、当期純利益は2,832百万円（前年同期純損失919百万円）となりました。 

 

［個別業績］ 

   当期の売上高は、前期比35.8％増の24,336百万円となり、経常利益3,164百万円（前年同期経常利

益1,067百万円）、当期純利益2,650百万円（前年同期純損失977百万円）となりました。 
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（２）次期の見通し 

   電機、自動車、医療等の成長分野を狙った新製品の投入と、中国、東南アジア等の成長地域に適

合した戦略を展開すると共に、経営の効率化と顧客満足度の向上に努めて参ります。 

 

 ・平成１８年３月期の連結通期業績見通し 

              中 間 期       通   期 

     売 上 高  １３,５００百万円   ２７,０００百万円 

     経 常 利 益   １,９００百万円    ３,７００百万円 

     当期純利益   ３,２００百万円    ４,２００百万円 

 

 ・平成１８年３月期の個別通期業績見通し 

              中 間 期       通   期 

     売 上 高  １３,２００百万円   ２６,４００百万円 

     経 常 利 益   １,７００百万円    ３,３００百万円 

     当期純利益   ３,０００百万円    ４,０００百万円 

  生産体制再構築に伴う特別利益2,410百万円(信州工場土地一部譲渡)、及び除却損等特別損失680百

万円を連結、個別とも中間期に計上を予定しております。 

  譲渡の詳細につきましては、２２ページ及び３３ページを参照して下さい。 

 

［利益配分について］ 

   上記の業績見通し及び前述の利益配分に関する基本方針に従い、次期配当金につきましては、年

間配当で１株当たり５円を予定しております。 
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２．財政状態 

（１）当期のキャッシュ･フローの状況 

   当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末比1,917百万円増加し4,112

百万円となりました。 

   当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   営業活動による資金は、4,109百万円の増加となりました。これは、主に税金等調整前当期純利益

2,933百万円、減価償却費572百万円、仕入債務の増加992百万円により資金が増加し、たな卸資産の

増加675百万円により資金が減少したものであります。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   投資活動による資金は、558百万円の減少となりました。これは、主に有形固定資産の取得による

支出194百万円、非連結子会社への出資による支出111百万円、関連会社への出資による支出209百万

円によるものであります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   財務活動による資金は、1,637百万円の減少となりました。これは自己株式の取得による支出1,478

百万円および配当金の支払による支出158百万円によるものであります。 
 

（２）キャッシュ･フロー指標のトレンド 

 平成16年3月期 平成17年3月期 

自己資本比率(％) 70.6 68.9 

時価ベースの自己資本比率(％) 96.9 126.3 

債務償還年数(年) － － 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ(倍) 226.26 － 

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

   時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

   債務償還年数：有利子負債／営業活動によるキャッシュ･フロー 

   ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊ ﾚ゙ｯｼ゙ ･ﾚｼｵ：営業活動によるキャッシュ･フロー／利払い 

   ※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

   ※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

   ※営業活動によるキャッシュ･フローは、連結キャッシュ･フロー計算書の営業活動によるキャッシュ･フローを使用

しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対

象としております。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ･フロー計算書の利息の支払額を使用しており

ます。 

   ※平成17年３月期のインタレスト・カバレッジ・レシオは、支払利息が１百万円未満のため、記載を省略しており

ます。 

 
 将来の事象に係る記載に関する注意 

   本資料に記載されている業績見通しは、現時点で入手可能な情報に基づき作成したものであり、潜在的なリスクや

不確実性が含まれております。そのため、様々な要因の変化により、実際の業績は記載されている次期の見通しとは

異なる結果となる可能性があることをご承知おき下さい。 
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比較連結貸借対照表

【単位：百万円】(百万円未満切捨)

資　　　　　　産　　　　　　の　　　　　　部

期　別　 当連結会計年度末 前連結会計年度末

　科　目 (H17.3.31) (H16.3.31)
％ ％

流 動 資 産 ( 20,497 ) 74.4 ( 17,961 ) 71.7 ( 2,536 )

現 金 及 び 預 金 4,152 2,235 1,917

受取手形及び売掛金 10,511 10,327 183

た な 卸 資 産 5,839 5,428 410

繰 延 税 金 資 産 － 5 △ 5

そ の 他 78 40 37

貸 倒 引 当 金 △　83 △　75 △ 7

固 定 資 産 ( 7,042 ) 25.6 ( 7,090 ) 28.3 ( △ 48 )

 有形固定資産 [ 4,779 ] 17.4 [ 5,208 ] 20.8 [ △ 429 ]

建 物 及 び 構 築 物 2,373 2,614 △ 240

機械装置及び運搬具 1,385 1,523 △ 137

土 地 800 886 △ 85

そ の 他 219 185 34

 無形固定資産 [ 21 ] 0.1 [ 20 ] 0.1 [ 1 ]

 投資その他の資産 [ 2,241 ] 8.1 [ 1,862 ] 7.4 [ 379 ]

投 資 有 価 証 券 1,619 1,542 76

関 係 会 社 出 資 金 503 － 503

繰 延 税 金 資 産 － 1 △ 1

そ の 他 118 469 △ 351

貸 倒 引 当 金 － △　151 151

資 産 合 計 27,539 100.0 25,052 100.0 2,487

比較増減

-８-
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比較連結貸借対照表

【単位：百万円】(百万円未満切捨)

負　債　、少　数　株　主　持　分　及　び　資　本　の　部

期　別　 当連結会計年度末 前連結会計年度末

　科　目 (H17.3.31) (H16.3.31)
％ ％

( 7,646 ) 27.8 ( 6,452 ) 25.7 ( 1,193 )

支払手形及び買掛金 6,506 5,513 992

未 払 法 人 税 等 142 28 113

未 払 消 費 税 等 22 73 △　51

賞 与 引 当 金 311 212 98

そ の 他 663 624 39

( 906 ) 3.3 ( 922 ) 3.7 ( △　15 )

退 職 給 付 引 当 金 648 637 11

役員退職慰労引当金 77 － 77

繰 延 税 金 負 債 122 71 51

連 結 調 整 勘 定 － 131 △　131

そ の 他 57 81 △　23

負 債 合 計 8,552 31.1 7,374 29.4 1,177

少 数 株 主 持 分 － － 1 0.0 △　1

10,599 38.5 10,599 42.3 －

8,013 29.1 9,126 36.4 △　1,113

2,834 10.3 △　989 △3.9 3,824

179 0.6 104 0.4 74

△　2,639 △9.6 △　1,164 △4.6 △　1,474

資 本 合 計 18,986 68.9 17,675 70.6 1,311

負債､少数株主持分
及 び 資 本 合 計

27,539 100.0 25,052 100.0 2,487

比較増減

流 動 負 債

固 定 負 債

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

その他有価証券評価差額金

-９-
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比較連結損益計算書

期　　別　 当連結会計年度 前連結会計年度

　科　　目 (H16.4.1～H17.3.31) (H15.4.1～H16.3.31)

％ ％

売 上 高 25,004 100.0 19,991 100.0 5,012

売 上 原 価 18,806 75.2 16,346 81.8 2,459

売 上 総 利 益 6,198 24.8 3,645 18.2 2,553

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,874 11.5 2,568 12.8 306

営 業 利 益 3,323 13.3 1,077 5.4 2,246

営 業 外 収 益 ( 264 ) 1.1 ( 254 ) 1.2 ( 10 )

受 取 利 息 及 び 配 当 金 29 39 △ 10

そ の 他 の 営 業 外 収 益 235 214 20

営 業 外 費 用 ( 42 ) 0.2 ( 46 ) 0.2 ( △ 3 )

支 払 利 息 0 10 △ 10

そ の 他 の 営 業 外 費 用 42 35 7

経 常 利 益 3,545 14.2 1,285 6.4 2,260

特　別　利　益 ( 2 ) 0.0 ( 269 ) 1.3 ( △ 266 )

固 定 資 産 売 却 益 2 － 2

投 資 有 価 証 券 売 却 益 － 269 △ 269

特　別　損　失 ( 614 ) 2.5 ( 2,444 ) 12.2 ( △ 1,830 )

地 震 災 害 損 失 460 － 460

た な 卸 資 産 除 却 損 97 934 △ 837

た な 卸 資 産 評 価 損 5 230 △ 225

投 資 有 価 証 券 評 価 損 44 99 △ 54

投 資 有 価 証 券 売 却 損 － 104 △ 104

固 定 資 産 除 売 却 損 4 148 △ 143

減 損 損 失 － 532 △ 532

退 職 給 付 費 用 － 167 △ 167

そ の 他 の 特 別 損 失 2 226 △ 224

2,933 11.7 △ 889 △4.5 3,823

94 0.4 29 0.1 64

7 0.0 △ 1 △0.0 8

△ 0 △0.0 △ 1 △0.0 0

2,832 11.3 △ 919 △4.6 3,751

比較増減

当 期 純 利 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法人税､住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益 ( △ )

-１０-
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比較連結剰余金計算書

【単位：百万円】(百万円未満切捨)

期　別 前連結会計年度

 科　目 (H16.4.1～H17.3.31) (H15.4.1～H16.3.31)

(資本剰余金の部)

9,126  9,126  －  

( 1,113  ) ( － ) ( 1,113  )

その他資本剰余金取崩高 1,113  － 1,113  

8,013  9,126  △ 1,113  

(利益剰余金の部)

△ 989  △ 70  △ 919  

( 3,985  ) ( － ) ( 3,985  )

欠 損 金 補 填 額 1,113  － 1,113  

連 結 子 会 社
増 加 に 伴 う 増 加 高 39  － 39  

当 期 純 利 益 2,832  － 2,832  

( 160  ) ( 919  ) ( △ 758  )

配 当 金 158  － 158  

連結子会社減少による
利 益 剰 余 金 減 少 高 2  － 2  

当 期 純 損 失 －  919  △ 919  

2,834  △ 989  3,824  利 益 剰 余 金 期 末 残 高

資 本 剰 余 金 減 少 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

比較増減
当連結会計年度

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

-１１-



㈱ツガミ

比較連結キャッシュ･フロー計算書

【単位：百万円】(百万円未満切捨)
当連結会計年度 前連結会計年度

(H16.4.1～H17.3.31) (H15.4.1～H16.3.31)

Ⅰ. 営業活動によるキャッシュ･フロー
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益
又 は 税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 ( △ ) 2,933  △ 889  

減 価 償 却 費 572  592  
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 △ 130  △ 76  
投 資 有 価 証 券 評 価 損 44  99  
投 資 有 価 証 券 売 却 損 　　　　 　－ 104  
た な 卸 資 産 除 却 損 97  934  
減 損 損 失 　　　　 　－ 532  
地 震 災 害 損 失 460  　　　　 　－
貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 ( 減 少 ： △ ) △ 143  117  
退職給 付引 当金 の増 減額 ( 減 少： △ ) 11  210  
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 29  △ 39  
支 払 利 息 0  10  
投 資 有 価 証 券 売 却 益 　　　　 　－ △ 269  
売 上 債 権 の 増 減 額 ( 増 加 ： △ ) △ 180  △ 2,004  
た な 卸 資 産 の 増 減 額 ( 増 加 ： △ ) △ 675  1,558  
仕 入 債 務 の 増 減 額 ( 減 少 ： △ ) 992  1,295  
そ の 他 342  170  

小　　　　　　　　　　計 4,295  2,348  
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 29  39  
利 息 の 支 払 額 △ 0  △ 10  
地 震 災 害 損 失 に よ る 支 払 額 △ 166  　　　　 　－
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 48  △ 35  

　 営業活動によるキャッシュ･フロー 4,109  2,341  

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ･フロー
定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 40  40  
定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △ 40  △ 40  
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 194  △ 138  
投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 4  △ 61  
投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 　　　　 　－ 931  
連 結 子 会 社 株 式 追 加取 得に よる 支出 △ 2  △ 157  
非 連 結 子 会 社 へ の 出 資 に よ る 支 出 △ 111  △ 183  
関 連 会 社 へ の 出 資 に よ る 支 出 △ 209  　　　　 　－
長 期 貸 付 け に よ る 支 出 △ 52  　　　　 　－
長 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 1  9  
そ の 他 14  85  

　 投資活動によるキャッシュ･フロー △ 558  485  

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ･フロー
短 期 借 入 金 純 減 少 額 　　　　 　－ △ 1,434  
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ 1,478  △ 965  
配 当 金 の 支 払 額 △ 158  　　　　 　－

　 財務活動によるキャッシュ･フロー △ 1,637  △ 2,399  

Ⅳ．現金及び現金同等物の増加額 1,913  427  
Ⅴ．現金及び現金同等物期首残高 2,195  1,767  
Ⅵ．新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加高 3  　　　　 　－
Ⅶ. 現金及び現金同等物期末残高 4,112  2,195  

科　　　　　目

-１２-
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結の範囲に関する事項 

   連結子会社 ５社    ㈱ツガミマシナリー（旧社名㈱ツガミハイテック） 

㈱ツガミシマモト（旧社名㈱シマモト精工） 

㈱ツガミツール 

㈱ツガミプレシジョン 

㈱ツガミ総合サービス 

   非連結子会社 ２社   ツガミ(タイ) 津上精密机床(浙江)有限公司 

    非連結子会社２社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていません。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

   持分法適用会社  ０社 

   持分法非適用会社 ４社  持分法の範囲に係る重要性の原則を適用 

   （非連結子会社 ２社を含む） 

    持分法適用外の非連結子会社（ツガミ(タイ)、津上精密机床(浙江)有限公司）及び関

連会社（ＲＥＭ ＳＡＬＥＳ ＬＬＣ、㈱ファスナー工販）は、それぞれ連結純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持

分法の適用から除外しております。 

 

３．連結子会社の決算日等に関する事項 

   すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ①有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの‥‥決算日の市場価格等に基づく時価法 

            （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

    時価のないもの‥‥移動平均法による原価法 

  ②たな卸資産‥‥‥‥‥主として移動平均法による原価法 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ①有形固定資産 

    定率法によっております。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）については、定額法によっております。 

    なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

     建物及び構築物‥‥‥‥１５～３８年 

     機械装置及び運搬具‥‥１０年 

  ②無形固定資産 

    定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づいております。 
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（３）重要な引当金の計上基準 
  ①貸倒引当金 
    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ております。 

  ②賞与引当金 
    従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき

額を計上しております。 
  ③退職給付引当金 
    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。 
    なお、会計基準変更時差異（２,１８０百万円）については、１５年による按分額を費

用処理しております。 
    数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年
度から費用処理することとしております。 

  ④役員退職慰労引当金 
    役員の退職により支給する役員退職慰労金に備えるため、内規に基づく支給限度額を

計上しております。 
  （追加情報） 
    当連結会計年度において内規に基づく役員退職慰労金の要支給額が発生したため、役

員退職慰労引当金７７百万円を計上しております。 
（４）重要なリース取引の処理方法 
    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
（５）消費税等の会計処理 
    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 
 
５．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
   手許現金、要求払預金及び取得日から３ケ月以内に満期日の到来する流動性の高い容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的投資から
なっております。 

 
表示方法の変更 
  連結貸借対照表 
   前連結会計年度において投資その他の資産「その他」に含めて表示しておりました「関

係会社出資金」は、当連結会計年度において金額的重要性が増したため区分掲記すること
に変更しております。 

   なお、前連結会計年度末の投資その他の資産「その他」に含まれる「関係会社出資金」
は１８３百万円であります。 

 
 追加情報 
  外形標準課税 
   実務対応報告第１２号「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示に

ついての実務上の取扱い」（企業会計基準委員会（平成１６年２月１３日））が公表され
たことに伴い、当連結会計年度から同実務対応報告に基づき、法人事業税の付加価値割及
び資本割６６百万円を販売費及び一般管理費として処理しております。 

   セグメントへの影響額は、セグメント情報に記載しております。 
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注 記 事 項 
 

（連結貸借対照表関係） 
                      当連結会計年度     前連結会計年度 

１．有形固定資産の減価償却累計額         13,547百万円      14,135百万円 

 

２．非連結子会社及び関連会社に係る注記 

  非連結子会社及び関連会社に対するものは次の通りであります。 

   投資有価証券（株式）              10百万円        20百万円 

   その他投資（出資金）              －          183百万円 

 

３．受 取 手 形 割 引 高                －百万円       150百万円 

  輸出受取手形割引高              1,520         1,183 

 

４．受取手形裏書譲渡高                47百万円       119百万円 

 

（連結損益計算書関係） 
                      当連結会計年度    前連結会計年度 

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

    給 料 諸 手 当                      735百万円       552百万円 

    貸 倒 引 当 金 繰 入 額                       10           47 

    賞 与 引 当 金 繰 入 額                      168          108 

    退 職 給 付 費 用                      118           84 

    技 術 研 究 費                      172          362 

    賃    借    料            130          129 

    保    険    料            131          126 
 
２．研究開発費の総額 
  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 
                          172百万円       362百万円 
 

（連結キャッシュ･フロー計算書関係） 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係 
                      当連結会計年度     前連結会計年度 
   現 金 及 び 預 金 勘 定                      4,152百万円      2,235百万円 
   預入期間が３ケ月を超える定期預金      △ 40        △ 40  
   現 金 及 び 現 金 同 等 物                      4,112         2,195 
 

（リース取引関係） 

 ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため、記載を省略しております。 
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（税効果会計関係） 

                      当連結会計年度     前連結会計年度 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

  (繰延税金資産) 

   貸倒引当金損金算入限度超過額          97百万円       93百万円 

   賞与引当金否認                126          86 

   退職給付引当金否認              247         224 

   投資有価証券評価損否認            372         354 

   たな卸資産評価損否認              51          86 

   減損損失否認                 215         216 

   繰越欠損金                 1,127        2,326 

   その他                    149          50  

  繰延税金資産小計               2,389        3,440 

   評価性引当額               △2,389       △3,433  

  繰延税金資産合計                 －          7  

 

(繰延税金負債) 

   その他有価証券評価差額金           △122百万円      △71百万円 

  繰延税金負債合計                △122         △71  

  繰延税金負債の純額               △122         △64  

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった 

  主な項目の内訳 

   法定実効税率                 40.7％         －％ 

   （調整） 

   評価性引当額の増減            △ 36.1          － 

   住民税均等割                 0.8          － 

   交際費等永久に損金に算入されない項目     0.4          － 

   受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 0.1          － 

   その他                  △ 2.2          －  

   税効果会計適用後の法人税等の負担率      3.5          －  

 

   前連結会計年度においては、当期純損失であるため記載を省略しております。 
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（有価証券関係） 

 
当連結会計年度（平成17年3月31日） 
１．その他有価証券で時価のあるもの  
                       【単位：百万円】（百万円未満切捨） 

 
 

種  類 取得原価 
連結貸借対照表
計  上  額 

差  額 

 (1)株   式 1,046 1,350 304 

 (2)債   券 － － － 

 (3)そ の 他 － － － 

 

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの 

小  計 1,046 1,350 304 

 (1)株   式 197 195 △2 

 (2)債   券 － － － 

 

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの (3)そ の 他 － － － 

  小  計 197 195 △2 

 合      計 1,243 1,545 301 

  （注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について44百万円

減損処理を行っております。 

 
２．時価評価されていない主な有価証券の内容 
                       【単位：百万円】（百万円未満切捨） 

  連結貸借対照表計上額 

  その他有価証券  

    非上場株式(店頭売買株式を除く) 62 
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前連結会計年度（平成16年3月31日） 
１．その他有価証券で時価のあるもの  
                       【単位：百万円】（百万円未満切捨） 

 
 

種  類 取得原価 
連結貸借対照表
計  上  額 

差  額 

 (1)株   式 901 1,112 210 

 (2)債   券 － － － 

 (3)そ の 他 － － － 

 

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの 

小  計 901 1,112 210 

 (1)株   式 380 346 △34 

 (2)債   券 － － － 

 

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの (3)そ の 他 － － － 

  小  計 380 346 △34 

 合      計 1,282 1,458 175 

  （注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について95百万円

減損処理を行っております。 

 
２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成15年4月1日 至 平成16年3月31日) 
                       【単位：百万円】（百万円未満切捨） 

 売  却  額 売却益の合計額 売却損の合計額 

 931 269 104 

 
３．時価評価されていない主な有価証券の内容 
                       【単位：百万円】（百万円未満切捨） 

  連結貸借対照表計上額 

  その他有価証券  

    非上場株式(店頭売買株式を除く) 62 

  （注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のない株式について4百万円

減損処理を行っております。 
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セグメント情報 
 
１．事業の種類別セグメント 
  当連結会計年度(平成16年4月1日～平成17年3月31日)       【単位：百万円】(百万円未満切捨) 

 工作機械事業 
専用機その他 
の 事 業 

計 消去又は全社 連結 

Ⅰ.売上高及び営業損益 
  売上高 

     

(1) 外部顧客に対する売上 21,059 3,945 25,004 － 25,004 

(2) 
セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

－ － － (   －) － 

計 21,059 3,945 25,004 (   －) 25,054 

    営業費用 17,623 3,209 20,833 847 21,680 

    営業利益 3,435 735 4,170 (   847) 3,323 

Ⅱ.資産、減価償却費及び資本的支出      

    資産 18,411 2,833 21,245 6,293 27,539 

    減価償却費 401 98 499 72 572 

    資本的支出 243 106 349 － 349 

 
  前連結会計年度(平成15年4月1日～平成16年3月31日)       【単位：百万円】(百万円未満切捨) 

 工作機械事業 
測定器その他 
の  事  業 

計 消去又は全社 連結 

Ⅰ.売上高及び営業損益 
  売上高 

     

(1) 外部顧客に対する売上 16,620 3,370 19,991 － 19,991 

(2) 
セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

－ － － (   －) － 

計 16,620 3,370 19,991 (   －) 19,991 

    営業費用 15,307 2,849 18,156 757 18,914 

    営業利益 1,313 521 1,834 (   757) 1,077 

Ⅱ.資産、減価償却費及び資本的支出      

    資産 17,587 3,416 21,004 4,047 25,052 

    減価償却費 420 98 519 73 592 

    減損損失 251 － 251 281 532 

    資本的支出 177 71 249 8 258 

(注)１．事業区分は、製品の種類別区分によっております。 

    また、事業区分の名称については、従来「測定器その他の事業」であった事業区分を「専用機その他

の事業」に名称変更しております。この変更に伴う影響はありません。 

  ２．各区分の主な製品 

   (1)工作機械事業……………ＣＮＣ精密自動旋盤、ＣＮＣ精密円筒研削盤、マシニングセンタ、 

                転造盤、ラップ盤 

   (2)専用機その他の事業……専用機、ゲージブロック、ロールダイス、ねじインサート 
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  ３．前連結会計年度及び当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能

費用の金額は750百万円及び847百万円であり、その主なものは当社本社の総務部門等管理部門に係る

費用であります。 

 

  ４．前連結会計年度及び当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金

額は4,047百万円及び6,293百万円であり、その主なものは当社本社での余資運用資金（現金･預金及

び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

  ５．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用の償却額及び増加額が含まれております。 

 

  ６．当連結会計年度において、内規に基づく役員退職慰労金の要支給額が発生したため、役員退職慰労引

当金を計上しております。これにより、消去又は全社の項目に含めた配賦不能費用は、59百万円増加

しております。 

 

  ７．実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（企業会計基準委員会（平成16年２月13日））が公表されたことに伴い、当連結会計年度

から同実務対応報告に基づき、法人事業税の付加価値割及び資本割66百万円を販売費及び一般管理費

として処理しております。これにより、消去又は全社の項目に含めた配賦不能費用は、66百万円増加

しております。 

 

２．所在地別セグメント情報 

  当連結会計年度及び前連結会計年度において本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外 

 支店がないため、該当事項はありません。 

 

３．海外売上高 

  当連結会計年度(平成16年4月1日～平成17年3月31日)       【単位：百万円】(百万円未満切捨) 
 

  アジア アメリカ ヨーロッパ その他の地域 計 

 
Ⅰ 海 外 売 上 高            5,769 1,944 875 － 8,589 

 
Ⅱ 連 結 売 上 高                25,004 

 
Ⅲ 

連 結 売 上 高 に 占 め る            
海外売上高の割合（％） 23.1 7.8 3.5 － 34.4 

 

  前連結会計年度(平成15年4月1日～平成16年3月31日)       【単位：百万円】(百万円未満切捨) 
 

  アジア アメリカ ヨーロッパ その他の地域 計 

 
Ⅰ 海 外 売 上 高            5,189 1,344 428 － 6,962 

 
Ⅱ 連 結 売 上 高                19,991 

 
Ⅲ 

連 結 売 上 高 に 占 め る            
海外売上高の割合（％） 26.0 6.7 2.1 － 34.8 

 (注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   ２．各区分に属する主な国又は地域 

    (1)ア  ジ  ア………台湾、タイ、香港、シンガポール、中国 

    (2)ア メ リ カ      ………アメリカ合衆国 

    (3)ヨ ー ロ ッ パ      ………ドイツ、スイス、イタリア 

    (4)その他の地域………ロシア 

   ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 
  当社グループは、退職一時金制度と適格退職年金制度を併用しております。 
 

２．退職給付債務及びその内訳 
                       当連結会計年度     前連結会計年度 
 (１)退職給付債務                 △2,572百万円     △2,599百万円 

 (２)年金資産                     169          156  
 (３)未積立退職給付債務(1)+(2)          △2,403        △2,443 
 (４)会計基準変更時差異の未処理額          1,401         1,540 

 (５)未認識数理計算上の差異              353          265 
 (６)未認識過去勤務債務（債務の減額）         －          －  
 (７)連結貸借対照表計上額純額(3)+(4)+(5)+(6)   △ 648        △ 637 

 (８)前払年金費用                   －          －  
 (９)退職給付引当金(7)-(8)            △ 648        △ 637 
  (注)連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 
     
３．退職給付費用の内訳 
                       当連結会計年度     前連結会計年度 
 退職給付費用                     388百万円       362百万円 

 (１)勤務費用                     147          139 
 (２)利息費用                     48          44 
 (３)期待運用収益（減算）              △ 2        △  1 

 (４)会計基準変更時差異の費用処理額          139          145 
 (５)数理計算上の差異の費用処理額           55          34 
 (６)その他（注２）                  －          167 

  (注)１．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「(１)勤務費用」に計上しており 
      ます。 
    ２．前連結会計年度の「その他」は、当社と連結子会社津上工販㈱が平成16年４月１日に 
      合併したことに伴い、津上工販㈱の退職給付債務の算定方法を簡便法から原則法に変 
      更したことにより、特別損失に計上したものであります 
     
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
                       当連結会計年度     前連結会計年度 
 (１)割引率                     1.5％         2.0％ 

 (２)期待運用収益率                 2.0％         2.0％ 
 (３)退職給付見込額の期間配分方法       期間定額基準        同  左 
 (４)過去勤務債務の処理年数               －          － 

 (５)会計基準変更時差異の処理年数           15年         15年 
 (６)数理計算上の差異の処理年数            5年          5年 
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（重要な後発事象） 
  固定資産の譲渡 
  当社は、経営資源の効率活用と運用を図り、経営の効率化を高めるため、当社信州工場用地の
うち、遊休地および一部建付け地を譲渡することを、平成17年５月19日開催の取締役会で決議い

たしました。 
  譲渡の概要は次のとおりです。 
１．譲渡資産の所在地および内容 
   所在地        長野県佐久市大字中込３４００ 
   資産内容及び面積   土地 １３１千㎡ 
   帳簿価格           ５７百万円 
２．譲渡価格          ２,４６８百万円 
３．譲渡先の概要      
   名 前        長野県厚生農業協同組合連合会 
   所在地        長野県長野市大字南長野北石堂町１１７７番地３ 
４．譲渡の日程 
   契約書の締結     平成１７年５月１９日 
   所有権の移転（予定） 平成１７年８月３１日 
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比 較 連 結 販 売 実 績

【単位：百万円】(百万円未満切捨) 

期　日　 当連結会計年度 前連結会計年度

事業の種類別 (H16.4.1～H17.3.31)(H15.4.1～H16.3.31)

％ ％ ％
工 自 動 旋 盤 14,163 56.7 11,087 55.4 3,075 27.7 

作 研 削 盤 3,127 12.5 2,074 10.4 1,052 50.8 

機 マシニングセンタ 1,554 6.2 1,741 8.7 △ 187 △ 10.8 

械 転造盤・ラップ盤 1,379 5.5 874 4.4 505 57.8 

事 そ の 他 835 3.3 842 4.2 △ 7 △ 0.8 

業 計 21,059 84.2 16,620 83.1 4,438 26.7 

3,945 15.8 3,370 16.9 574 17.0 

合　　　　　　　計 25,004 100.0 19,991 100.0 5,012 25.1 

(う　 ち　 輸　 出) (8,589) (34.4) (6,962) (34.8) (1,627) (23.4)

比較増減

専用機その他の事業

-２３-


